
































































































































l. 2007 I S. 3 （
8）
78 ）。ド
イツ医療保険改革の評価は他日を期し、本稿では、保険料滞納に対する諸問題 検討対象を限定 日本で 「無









































































 125, 175, 223; B
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rt. v. 22. 04. 2008 E
 100, 221; B
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 U
rt.v. 18. 01. 2011 E

































eitragsschulden in der K

















医療保障は極めて制限されている（一二編（生活保護）二三条三項二文） 。何らの医療受給権を有さない市民の医療費をだれが負担するのかは争われ きたが、連邦社会裁判所二〇一三年十月 十日判決（
SozR













































ば、医療・年金について保険料を支払うことなく、一定の療養給付・基礎年金を受ける権利が成立することがある。だが、 「被扶養者限度内就労」につくと、賃金が低く抑えられ、結果として安い労働力を提供することになる。このような「被 と、被用者保険のすべ における「排除」構造の解決は緊急の課題である。　
被用者保険各法では被保険者の範囲が狭く設定され、被用 でも被用者保険法上は非就業者とされ、住民として





























































































































































































































を個人が負うことはない。他方 、国保のよう 勤労収入がない又は失業・傷病による保障を受けていないにもかかわらず、強制加入の対象になった上で、保険料を自ら納付する義務を負う市民は、二〇〇七年三月三一日まで 存在しなかった。それ以降 、 「一三号被保険者」として る住民には、経済的 厳しい状況の人が含ま ることになっ い 。　
二〇〇七年四月一日以降、生活保護から公的医療保険への費用の「押し戻
し」を引き起こ ている。という も、五編 稼働能力のない生活保護受給














































（ⅰ）　 被用者保険被保険者（日本：国保 6 条 1 号、健保 3 条、ドイツ： 5 編 5
条 1 項 1 号ないし12号）
（ⅱ）　生活保護受給者（日本：国保 6 条 9 号、ドイツ： 5 編 5 条 8 a 項）










































































































echt des aktivierenden W




















rt.v. 09. 02. 2010 E
 125, 175, 228; B
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eitragsschulden in der K
rankenversicherung – ein gelungener W




















































































l. 1 2002, 2787 ）
により、四編は一四条二項













険者が負担すべき報酬に係る保険料分を報酬から控除するのが原則である。問題は、被保険者 負担すべき保険料分を控除しないで支払われてい 報酬をいか 解するのか、である。ドイツ社会法典四編は これを違法な「手取
















































































































































ある。ドイツには二〇〇七年三月三一日まで住民型医療保険 なかったので、生活保護を受給していない者に医療を提供した場合に、医療機関は保護実施主体に医療費 償還を求めてきた。その場合には、市民に生活保護受給権が成立していないのであれば、医療提供者を「救助者」として位置付け、保護実施主体が治療費 引き受けてきた（二〇〇五年一月一日以降一二編二五条、それ以前は連邦社会扶助法一二一条）
。












































九号の適用に際しては、最低 障の観点からすれば保護を客観的にはいつから開始するべきであるのかが検討されなければならない。保護「受給者」には、過去のある時点から 要保護性が継続しているが、相談又は申請をしていなかった者も含まれるべきではないのか、それとも行政の決定により じめて「受給者」になるのか。後者の立場は、国保の被保険者の適用
（除外）
を、生活保護実施主体の支給決定の内容に依存させ、偶然性に
依拠させることに り 切で ない。いつから国 の適用対象から除外 るのかは
（国保六条九号）
、国保には








































































































































は、生活保護に補足性があるからといって一三号規定の適用が優先するのではなく、むしろ生活保護が機能することが前提になるのであり、生活保護実施主体は国保・一三号規定へ医療保障 負担を押しつけるような意図をもってはいけない、ということに る。二つに、国保 加入するのか否かは、生活保護との関係では、実際に市民 生活保護を受給しているのか否かではなく、むしろ生活保護を受給す 権利を有するのか否か、そうした地位 あるのか否かを客観的に判断して、国保六条九号の う保護の「受給者」を解釈しなければならないことを強調しておきたい。　
他方で、境界事例についても注意しなければならない。つまり、要保護性が消滅したものの、保険料を被保険者















（介護保険の最低保険料額（一一編二〇条一項二文一二号、五五、 五七、 五九条） ）
、本件原告の資産か




けではなく、むしろ住民型医療保険導入によりすべての市民に医療を保障する方法 一つとして 護実施主体に医療を含めた最低生活保障の責任が存続することを確認し いる である。

















































































































































































rt. v. 30. 03. 2000 SozR







rt. v. 12. 01. 2012, E



















rt. v. 13. 01. 2010 und U

























『皆保険を揺るがす「医療改革」 』二〇一三年、新日本出版社） 、二九二頁。 「漏給」をなくす上で、保護実施機関が相談者に申請援助義務を負うこと（福岡地裁小倉支判決平成二三年三月二九日） 護の開始手続の援助義務（大阪地裁平成二五年一〇月三一日）は極めて重要な判示がなされている。
（
20）　
厚生省保険局国民健康保険課『改訂詳解国民健康保険』 （一九七二年） 、九七、 二一三頁。市町村税務研究会編『国民健康保険
税実務国保税』 （二〇一二年、ぎょうせ ）一六一頁も参照。 お、すべての市民に対 医療保障の立法論について、新田秀樹『国民健康保険の保険者』 （二〇〇九年、信山社）二二二頁以下。
（
21）　




































des § 44 A
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rt. v. 06. 10. 2010 E




rt. v. 12. 01. 2011 E
 107, 177; B
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rt. v. 21. 12. 2011 SozR
















rt. v. 13. 02. 2014, SozR





rt. v. 12. 12. 2013, SG
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 5 K
R






rt. v. 04. 07. 05. 2014 （
N
Z
































































































































た雇用関係を離れて保険料を自己のみで負担す こと 期待困難 る。被用者医療保険に強制加入していない世帯で、例えば低賃金のひとり親世帯の世帯主が滞納 場合でも、当該世帯の子 、付款によ 制裁的効果は生じない。ま 、一八歳以上 被 者が、い なる給付への請求権も有さない いうこと 避けられている。日本で


























して本案の決定がどのような結論にな かを考慮の外に置き むしろ、 方で求められてい 給付の権利が被保険者に存す に命令がなされ ければ生じるであろう結果を、そうした給付の権利がない も かわらず、求められた命令がなされれば生じるであろう不利益と衡量しなければならない、と定式化されている。そして、それは基本法二条二項二文
（ 「人身の自由」 ）
に憲法制定者が定めた客観的価値決定が考慮されうるからである。本件事件










































































































































































命令が 当該法律関係 関連する、一時的な状態 規律のためにも許容されると定めている
（八六ｂ条二項）
。つま





















































































を主張している。本件申立人は、透析を必要とする疾患に罹患し、常に医師 援助が必要になってい 。本件決定は、先の連邦憲法裁判所の決定 出発点と いる。すなわち、裁判所が事実及び法的状況を完全に審査により解明できないならば、個人の基本権侵害、とくに人間 尊厳が される場合には、 「結果衡量」 手掛かり 決定することができる、と。重要な それがおこりう 可能性があ に ぎないとしても、また侵害状態


































































































































































































































































., § 16 R




















































































































































































































































































































































































































































とはいえない。健康を要素とす 最低生活保障にかかる権利救済について、すべて 市民は最低生活の条件の整備を求める権利を有しており、公的機関や司法手続は生存にかか 重要な法益を有効に機能させる任務を有することを確認しておきたい。
注
（
1）　
将来の医療扶助に関してであるが、決定の日の翌日からの現物給付の仮の義務付けについて、那覇地裁平成二一年一二月二二
日決定（判タ一三二四号、八七頁）がある。
［付記］
 　
本稿は、平成二六年度科学研究費補助金
（基盤研究Ｃ） 、課題番号
24530065 ）
の助成を受けた研究成果の一
部である。
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